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・種類別では汚泥、次いでがれき類の排出量が多い状況であり、2023年度には2種類で全体の7３％
を占める。

産業廃棄物の排出状況（種類別の排出量の推移）

・産業廃棄物の排出量は各種リサイクル法の取組や事業者の環境意識の向上、産業構造の変化など
により、長期的には減少の傾向

汚泥

その他

がれき類

（その他は、廃酸、ガラス陶磁器くず、廃油等）
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産業廃棄物の排出状況（業種別の排出量の推移）

・製造業、電気・水道業、建設業の上位3業種で全体の95％以上を占める状況であり、2023年度は
98.3%を占める。

・外部要因により排出量に影響が出ることがある（台風等での濁水による水道汚泥の増加など）

電気・
水道業

建設業

製造業



01｜ 産業廃棄物の排出状況

02｜ 産業廃棄物処理指導計画の取組状況

03｜ 国等の廃棄物に関連した施策の方向性

04｜ 川崎市の産業廃棄物処理の特性

05｜ 産業廃棄物施策の課題及び今後の方向性

目 次

5



川崎市産業廃棄物処理指導計画の概要

基 本 理 念 脱炭素化を見据えた安全・安心で持続可能な循環型社会の実現
計 画 期 間 2022～2025年度
計 画 目 標 ①排出量2,500千トン、②再生利用率32％、③廃プラスチック類の再生利用率71％、④最終処分量43千トン

基本計画の概要

施策体施策体系

施策の柱Ⅱ 
災害・緊急時の廃棄物
対策

施策の柱Ⅰ
脱炭素化の推進

施策の柱Ⅲ
３Ｒ・適正処理の推進

施策の柱Ⅳ
環境保全意識の向上

災害や感染症等の発生に伴う廃棄物の
迅速かつ円滑な処理体制の確保

３Ｒの推進

災害・ 緊急時における事業者の廃棄物
処理対策の推進

市民の環境保全意識の向上

事業者の環境保全意識の向上

プラスチック資源循環の推進

事業者による脱炭素化の取組の推進

適正処理の推進

基本
理念

３０の
具体的
取組を
推進

※基本理念のもと、４つの施策の柱と８つの個別施策を設定し、さらに各個別施策の下に３０の具体的取組を設定
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産業廃棄物処理指導計画の目標値の達成状況
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排出量に関する目標

【成果】
2023年度実績（2,483千トン）で目標達成

・排出量は建設業で増加したものの、鉄鋼業や電
気・水道業などで減少したことにより全体の排
出量が減少した。

・建設業でコンクリート建築の解体件数が増加し、
がれき類などが増加したものの、廃棄物の排出
抑制に係る指導・助言等の取組の効果や、鉄鋼
業における主要施設の廃止等により総排出量が
減少したと考えられる。

【2023年度実績の要因】

目標値
【目標】

2025年度における排出量2,500千トン

※2019年度の電気・水道業は令和元年台風の影響で浄水場から出る
汚泥が増え、一時的に排出量が増加したものと考えられる。

業種別排出量の推移

電気・
水道業

その他
（製造業）

建設業

鉄鋼業
（製造業）

その他
小規模業種



産業廃棄物処理指導計画の目標値の達成状況
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再生利用率に関する目標

【目標】
2025年度における再生利用率32％

【2023年度実績の要因】

目標値

・ビルなどのコンクリート建築の解体件数が増加
したことにより、再生利用率の高いがれき類や
ガラス・陶磁器くずの排出が増加したことが要
因となり、全体の再生利用率が上昇した。

・その他、建設リサイクル法の推進や、適正な分
別解体等の指導等の効果により再生利用量が増
加したと考えられる。

【成果】
2023年度実績（34％）で目標達成

再生利用率及び種類別再生利用量の推移

がれき類

ばいじん、木くず、
廃プラ、金属くず等

汚泥

ガラス・
陶磁器くず



2019年度
（実績）

2023年度
(実績）

2025年度
（目標値）

全業種 58.1% 71.2% 71%

建設業 76.1% 91.4%

製造業 39.0% 63.8%

卸・小売業 73.9% 77.4%

その他業種 52.5% 47.4%

再生利用率

・廃プラスチック類の業種別排出内訳で半分以上を占める製造業や建設業における再生利用量が増加
したことが要因となり、廃プラスチック類の再生利用率が上昇した。

・プラスチック資源循環促進法(2022年施行)の整備による法規制の強化などの社会的動向及び廃プラ
スチック類の再資源化の指導・助言等の効果による事業者の企業努力が反映され、再生利用量が増
加したと考えられる。

産業廃棄物処理指導計画の目標値の達成状況

9

【目標】
2025年度における廃プラスチック類の
再生利用率71%

【2023年度実績の要因】

廃プラスチック類再生利用率に関する目標

【成果】
2023年度実績（71％）で目標達成



産業廃棄物処理指導計画の目標値の達成状況
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【目標】
2025年度における最終処分量43千トン

・建設業での最終処分量が減少したものの、鉄鋼
業において増加したことが要因となり、最終処
分量は目標値には至っていない。

・建設廃棄物への再資源化等の指導・助言の取組
や、建設業者の取組が功を奏し、最終処分量が
減少したものと考えられるが、鉄鋼業において
再生利用困難な石綿含有廃棄物等が発生したこ
とにより一時的に増加している。今後は減少す
るものと考えられる。

【2023年度実績の要因】

最終処分量に関する目標

目標値

【成果】
2023年度実績は56千トン

( )内は最終処分量

業種別最終処分量の推移

43

鉄鋼業
（製造業）

建設業

電気・水道業

その他
小規模業種

その他
（製造業）
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産業廃棄物施策の取組事例（脱炭素化の推進）

11

〇事業者と連携した市内プラスチック資源循環推進とリサイクル技術の推進

・廃プラスチックのリサイクル処理施設の設置やリサイクル技術の開発・実証の促進

出典：JFE エンジニアリング株式会社

J&T 環境株式会社

東日本旅客鉄道株式会社

株式会社 JR 東日本環境アクセス

プレスリリース資料(2024年1月9日)

廃プラスチック類のリサイクル処理フローの例
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廃プラスチック類の処理施設数

・高度リサイクル施設の設置や新たな環境事業の展開、他事業者への導入の促進
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産業廃棄物施策の取組事例（脱炭素化の推進）

12

〇イベント会場で回収した衣類（化学繊維）のケミカルリサイクル実証

J&T環境での圧縮固化
（ケミカルリサイクル原料化）

・富士通(株)、J＆T環境(株)、(株)レゾナックと連携した化学繊維のリサイクルの試験研究

富士通フロンティアーズの試合会場
での衣類（化学繊維）の回収

レゾナックでのガス化（ケミ
カルリサイクル）

水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
（
合
成
繊
維
原
料
）

来場者の持参した衣類は法的には一般廃棄物になり、通常は市で処理

産官連携の試験研究で、産業廃棄物処理施設を使って処理し、より高度なリサイクルを
行う技術を開発
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産業廃棄物施策の取組事例（脱炭素化の推進）

13

破砕困難なプラスチック

(炭素繊維強化プラスチック)の

脆化リサイクル実証（株式会社デイ・シイ）

〇新たな環境技術開発に向けた試験研究
・営利目的でなく、学術研究や、処理技術の改良・考案等に係る試験研究を行う場合は、

廃棄物処理法上の許可を要しない

先進的なリサイクル技術の開発等について、事業者と協議・協調して試験研究を推進

その他の試験研究の事例

川崎港の清掃船で回収した海洋プラスチックごみの
ケミカルリサイクル実証（株式会社レゾナック）
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産業廃棄物

・市内のあらゆる業種の事業所に対し、立入検査等を通じて廃棄物の排出抑制に係る指導・助言

立入検査での指導・助言 PCB廃棄物（変圧器）

産業廃棄物施策の取組事例（3R・適正処理の推進）

〇産業廃棄物の３Ｒ・適正処理の推進

・処理センターで実施した内容審査に基づき、事業系一般廃棄物にプラスチック等の産業廃棄物
が混入されることがないように指導・監視を実施

・廃棄物自主管理事業を通し、3Rの推進に向けた事業者の自主的取組を促し、優れた取組事例を紹介

・PCB廃棄物を期限内に確実に処理させるため、処理に向けた調査や指導を実施
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産業廃棄物

災害廃棄物の仮置き場 BCP作成ガイドライン

産業廃棄物施策の取組事例（災害・緊急時の廃棄物対策）

〇大規模災害時の廃棄物の大量発生等による処理施設での処理停滞の未然防止

・処理業者の事業計画書（災害廃棄物処理に関する計画部分）の確認・助言、
災害時の特例活用（届出のみで産業廃棄物処理施設で一般廃棄物を処理できる）について
ヒアリングや協議の実施

・BCP（業務継続計画）の作成ガイドラインを制作・公開
排出・処理事業者の業務継続体制の構築を支援



産業廃棄物施策の取組事例（環境保全意識の向上）

16

○産業廃棄物についての市民への意識啓発

・ペットボトルをコンビニエンスストアのごみ箱に捨てる場合など、「社会生活の中で捨てる場所
によっては一廃にも産廃にもなる」ことから身近なごみとしての産業廃棄物に関する知識の普及

一般廃棄物と産業廃棄物について意識啓発
(「エコプロ2023」（東京ビッグサイト）)

・パンフレット、タペストリーなどを制作し、市民祭りや環境イベントなどで啓発活動
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国等の廃棄物に関連した施策の方向性

〇第五次循環型社会形成推進基本計画

18
出典：第五次循環型社会形成推進基本計画～循環経済を国家戦略に～ 概要



国等の廃棄物に関連した施策の方向性

19出典：第五次循環型社会形成推進基本計画～循環経済を国家戦略に～ 概要

〇第五次循環型社会形成推進基本計画

素材、製品ごとに方向性を明示循環経済工程表で示した
素材、製品毎に方向性を明示



20
出典：別添１【 概要 】 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律 案 環境省 R6.3.15)

○資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律（ 2024.5.29 公布）

国等の廃棄物に関連した施策の方向性

欧州を中心に世界では再生材利用を求める動きが拡大。再生材の質と量の確保に向け、 再資源化事業等の
高度化を促進し、資源循環産業の発展を目指す
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出典：第四次循環型社会形成推進基本計画と
循環経済工程表の概要 環境省(R5.6)

○カーボンニュートラルと循環経済（サーキュラーエコノミー）

国等の廃棄物に関連した施策の方向性



〇政令指定都市における産廃計画の策定有無（2023.10 川崎市調査）

市名 産廃計画の有無

１ 札幌市 有

２ 仙台市 無

３ さいたま市 無（2020廃止）

４ 千葉市 無

５ 横浜市 無（2020廃止）

６ 川崎市 有

７ 相模原市 無

８ 新潟市 無

９ 静岡市 無

１０ 浜松市 無（2014廃止）

市名 産廃計画の有無

11 名古屋市 無（2020廃止）

12 京都市 無（2020廃止）

13 大阪市 無

14 堺市 無（2021廃止）

15 神戸市 無

16 岡山市 無

17 広島市 有

18 北九州市 一廃計画と統合

19 福岡市 無

20 熊本市 無

他都市の動向

22

・産業廃棄物処理は、広域処理を前提にしているため、計画策定は法定上都道府県のみ義務があ
り、政令指定都市にはないものの、過去、不適正処理が横行していた経緯から多数の都市で策
定され、事業者指導を強化してきた。

・近年では、法改正や法令順守意識の浸透等から、適正処理や減量化・再資源化が進んでおり、
現在計画を策定している政令指定都市は、本市を含む４市のみの状況にある。
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24

川崎市の産業廃棄物処理の特性（臨海部における環境産業の集積）

24

再資源化事業高度化法などを
背景に、リサイクル施設の高度化
など更なる環境産業の高度化を
進める土壌がある

自動車

土石

バイオ

バイオ

建築物

家電
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川崎市の産業廃棄物処理の特性（市内のプラスチックリサイクル拠点）

プラスチック資源の市域内循環の取組

臨海部の大規模プラスチックリサイクル拠点

レゾナック㈱（扇町）
【処理方法】ケミカルリサイクル

（廃プラからのアンモニア・水素製造）
【処理能力】6.4万t/年

J&T環境㈱（水江町）
【処理方法】マテリアルリサイクル

（廃PETのフレーク化）
【処理能力】1.5万t/年

JFEプラリソース㈱（水江町）
【処理方法】マテリアル・ケミカルリサイクル
（廃プラのペレット化・コークス炉化学原料化）
【処理能力】8.8万t/年

ペットリファインテクノロジー㈱（扇町）
【処理方法】ケミカルリサイクル

（廃PETのモノマー化）
【処理能力】2.0万t/年

㈱ Jサーキュラーシステム（水江町）※稼働予定
【処理方法】マテリアル・ケミカルリサイクル
（廃プラのフレーク化・コークス炉化学原料化）

出典：川崎市一般廃棄物処理基本計画第３期行動計画（R4.3）

JFE エンジニアリング株式会社、J&T 環境株式会社、

東日本旅客鉄道株式会社、株式会社 JR 東日本環境アクセス

プレスリリース資料(R6.1)より川崎市作成

プラ 容器
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川崎市の産業廃棄物処理の特性（市内の廃プラスチック類処理の状況）

市内排出量
4万3千トン

市内からの委託量
3万5千トン

市外神奈川県内からの委託量
2万6千トン

神奈川県
排出量

30万9千トン

全国
排出量

753万7千トン

他都道府県
(神奈川県除く)
からの委託量
4万6千トン市内での

処分受託量
10万7千トン

市内からの受入量の約2倍の廃プラスチック類を市外から受入・処理

市内処分業者の廃プラスチック類の受入状況
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産業廃棄物処理指導計画の取組状況（成果、課題、強み）

・排出量、再生利用率及び廃プラスチック類の再生利用率は2023年度で目標値を達成
・最終処分量は一時的な要因により現時点では目標には達しないものの、今後は減少傾向

適正処理・３Rの観点からは、順調に推移しているが、資源循環・循環経済への移行に向
けて更なる対応が必要

・資源循環の推進や循環経済への移行に向けては、産業廃棄物、一般廃棄物の区分けに係わらず、
素材・製品別に高度なリサイクル体制の整備が必要であり、再資源化事業等高度化法等への対応
が必要

・循環経済への移行に向け、静脈産業に加え、動脈産業への3R+Renewableの推進、資源循環に
向けた連携の推進が必要

成果

課題

・既に、素材・製品別に先進的なリサイクル技術を有する中間処理業者が集中して立地している本
市の強みを活用し、更なる発展を図ることが必要
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強み
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・不要になった段階からの資源化の推進、再資源化のマッチング支援等による更なる
資源循環の推進

・再生原料を利用する製造事業者とリサイクル事業者との連携強化及び再資源化事業の
高度化の推進

例）・梱包用バンド・アクリル板など、使用済み製品に対応した適切な再資源化や
再資源化業者と排出事業者のマッチング支援

例） ・破砕困難なプラスチックの脆化リサイクル実証実験

・一般廃棄物や産業廃棄物の再資源化・再資源化施設の高度化

・排出事業者、処理業者等の各主体間の相互理解の促進による環境保全意識の向上と、
脱炭素化・資源循環に資する行動変容の促進

例）・事業者の優良事例紹介や、産業廃棄物施策の各種媒体を通じた情報発信の強化
・関係機関との連携強化、脱炭素化・資源循環の動向についての情報提供


